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衆議院情報監視審査会作成『平成 30年 年次報告書』について 

 

2019 年 12 月 7・8 日 「秘密保護法」廃止へ！実行委員会 

 

Ⅰ 「前年の『審査会意見』に対する政府の対応状況」を読み解くポイント 

 

１. 特定秘密文書廃棄問題：『平成 30 年 年次報告書』（以下『年次報告書』）の P.46～52 

 

 審査会意見の項目 

ア. 特定秘密文書における歴史公文書等の該当性の判断基準関係 

イ. 行政文書の保存期間が 1 年以上の特定秘密文書の廃棄関係 

ウ. 行政文書の保存期間が 1 年未満の特定秘密文書の廃棄関係 

エ. 特定秘密文書件数関係 

 

 政府の対応状況 

アについて 

 政府（主に内閣情報調査室）の回答のポイント 

 公文書管理法は、歴史資料として重要な行政文書を「歴史公文書等」と定義しているので、

特定秘密を記録した行政文書は歴史公文書等となる、としている。 

 特定秘密が記録された行政文書を含む公文書は「健全な民主主義の根幹を支える国民共有

の知的資源」（公文書管理法第１条）であるから、「公文書管理法の下、適切に管理しなけ

ればならない（『年次報告書』P.46）、としている。 

 アーキビストの活用については、必要かどうかを検討するというレベルの回答にとどまっ

ている。 

イについて 

 政府（主に、内閣情報調査室と独立公文書管理監）の回答のポイント 

 2017 年に改正された「公文書管理法ガイドライン」に基づいて行っている（『年次報告書』

P.48 の【内閣情報調査室】の対応を参照）ことを強調している。 

 廃棄について、審査会が速やかに連絡・説明を行うことを独立公文書管理監に求めたこと

に対し、誠実な対応をするとの回答であった。今後の実態を注視していく必要がある。 

 文書ファイルの廃棄によって「行政文書不存在」の特定秘密となる場合を心配した審査会

の意見だが、政府は正本や原本があるから問題ないと回答している。 

ウについて 

 政府（内閣情報調査室）の回答のポイント 

 保存期間が 1 年未満の特定秘密文書が大量に廃棄されていることを懸念して、審査会がそ

の適正な対応を政府に求めているのだが、政府は改正された「公文書管理法ガイドライン」

に沿って行っていると答えるのみである。 

エについて 

 政府の回答のポイント 

 『年次報告書』P.51 のとおり。 
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２. 特定秘密文書不存在関係：『年次報告書』の P.53～54 

 

 政府の対応状況 

 『年次報告書』P.54 の表を参照。 

 

３. 作成から 30 年を超える特定秘密文書関係：『年次報告書』の P.55～57 上段 

 

 政府の対応状況 

 作成から 30 年を超える文書を各省庁が保有しているが、なぜ 30 年を超えても保有する必

要があるのかという追及を審査会もしていないので、保有の理由は明らかにされていない。 

 廃棄の最終的な判断は「内閣総理大臣の同意」によるので、政府は「重層的な仕組み」に

なっていると主張しているが、その恣意性に対する疑念は残ったままである。 

 

４. 指定の在り方関係：『年次報告書』の P.57 下段～58 

 

 政府の対応状況 

 「特定秘密の内容を示す名称の付け方の統一性」については、27 年度の年次報告書で審査

会が重要な指摘をしたのだが、それがまだ改善途中だということが、政府回答から伺える。 

 「非公知性」の判断に関しては、「何が秘密か分からない」ことに対するメディアの取材と

の関係でも、判断基準の明確性が重要であることは明らかだ。その点で政府の回答は不十

分なままである。 

 特定秘密の指定解除や「ひも付け」については、審査会の追及に政府が対応しつつあるよ

うだが、今後も追及の手を緩めないことが重要である。 

 

５. 独立公文書管理監関係：『年次報告書』の P.59 

 

 政府の対応状況 

 独立公文書管理監の回答および、その後の審査会への説明などからは、一定の対応をして

いることが窺える。しかし、そもそも独立公文書管理監の第三者性や独立性、そして体制

等については、法律の成立直前に形だけが作られたという経緯からも、その存在意義や価

値に疑問が持たれている。独立公文書管理監の活動には、今後も注視が必要である。 

 

６. 外務省及び経済産業省の指定する特定秘密関係：『年次報告書』の P.60 

 

 政府の対応状況 

 審査会が外務省に対して求めた「安全保障に係る我が国政府と外国の政府との協議や協力

関係に関する特定秘密」について、「他の公開で行われる委員会等での答弁の内容を踏まえ、

関係国について可能な限り具体的に説明すること」という意見に対し外務省は、後ろ向き

の回答を示し、最後に形だけ「国会法等の規定に従って適切に判断することとなる」とま
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とめている（『年次報告書』P.60 の【外務省・領事局】の対応を参照）。 

 

 指摘しておきたい問題点 

情報監視審査会は与党の委員が多数を占める中でも、責務を果たそうとしているように見受け

られる。しかし、立法府よりも行政のほうが力が強いという状況が現実にある。この現実は、選

挙によって政治の状況を変えなければ改善できないが、今の衆議院の情報監視審査会の活動に対

しては、不十分さは否めないものの、与党・野党を問わず、委員たちの活動を一定程度評価して

もよいのではないだろうか。 

以下は、2015 年 10 月 6 日に「秘密保護法」廃止へ！実行委員会が、主催した院内集会で報告

した文書の引用である。参考までにご一読いただきたい。 

 

「秘密保護法」廃止へ！実行委員会作成文書『「情報公開法」「公文書管理法」から「特定秘密保護

法」の廃止に迫る』P.10 より引用 

 

戦争法案の国会審議の過程で中谷防衛大臣が、集団的自衛権を行使するための対処基本方針に記

載する前提となる情報が、特定秘密に含まれる可能性があることを認めている。（中略） 

国会への特定秘密の提供については法第 10 条第 1 項に規定されている。しかし同時に、その提

供によって、「我が国の安全保障に著しい支障を及ぼすおそれがない」ことを規定している。政府

の逐条解説（P.64）には次のように書かれている。 

国会等の提供先において必要な保護措置が講じられた場合、原則として、特定秘密を提

供することとなるが、例えば、外国の情報機関から提供された情報であって、第三者に提

供することについて、提供者の承諾が得られていない情報等、我が国の安全保障に著しい

支障を及ぼすおそれがあると判断せざるを得ない場合など、例外的な場合には、特定秘密

を提供しないときがあると考える。 

これでは特定秘密だからと、恣意的に国会にも情報を提供しないことが可能になる。 

それでは、情報監視審査会側から行政に対して強制力を持つことはできないのだろうか。 

国会法では第 11 章の 4 に情報監視審査会を規定しており、第 102 条 13 で設置の理由を述べてい

る。その趣旨は、特定秘密保護法の運用を常時監視するために、特定秘密の指定、解除、適性評価

の実施状況について調査し、議会からの特定秘密の提出要求に対する行政機関の長の判断の適否等

を審査する、となっている。実際には、特定秘密の提供を求めても、前述のように、行政側が恣意

的に提供しない可能性がある。 

また、第 102 条 16 では、行政の特定秘密の保護に関する制度の運用について、改善勧告をする

ことができるとしている。しかし、改善勧告だけでは何の強制力も持たないのと同じである。 

この状況を打破するためには、選挙によって、自公が多数を占める議会の議員構成を変えていく

ことが、絶対条件であることは間違いない。しかし、他の手段、たとえば情報公開法や公文書管理

法を活用することによって、状況を改善する道を開くことはできないだろうか。知恵を絞ってみた

い。 

 

７. 当審査会の政府に対する意見への対応関係：『年次報告書』）の P.61 
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 省略 

 

Ⅱ 特定秘密の指定・解除、適性評価の実施の状況：別資料の表 5～表 8 の説明 

 

１. 特定秘密の指定の状況 

 

ア 政府全体の指定の状況（表 5） 

前述の特定秘密の指定権限を有する 20 の行政機関のうち、対象期間末時点において特定秘密

を指定しているのは 11 機関であった。 

これらにより対象期間末時点において指定されている特定秘密の件数は、平成 28 年 12 月 31

日時点における件数 487 件に、対象期間中に指定された 39 件が加わった一方、対象期間中に指

定が解除された９件が除かれたことから、政府全体で計 517 件であった。 

行政機関別の内訳は表５のとおりである。 

行政機関ごとの件数を見ると、特定秘密を指定している 11 の行政機関のうち、対象期間末時

点における件数が最も多かったのは防衛省であり、その数は302件であった。次この302件には、

旧防衛秘密の 240 件が含まれている。次いで、内閣官房（73 件）、外務省（37 件）、警察庁（34

件）となっている。 

 

イ 法別表の分野別の指定の状況（表 6） 

対象期間末時点において指定されている特定秘密について、前述の 4 分野のうちどの分野に該

当するとされたものが多いかを見ると、最も多い分野は第 1 号で 320 件、次いで第 2 号が 146

件、第 3 号が 32 件、第 4 号が 19 件であった。 

 

２. 特定秘密が記録された行政文書の保有の状況（表 7） 

 

対象期間末時点で、政府全体の保有件数は 383,733 件であり、平成 28 年末時点と比べ、57,550 件

増加した。行政機関別の内訳は、表 7 のとおりである。*a 

1,000 件以上の行政文書を保有する行政機関は 7 機関あり、多い順に防衛省（119,876 件）、外務省

（107,008 件）、内閣官房（92,146 件）、警察庁（28,914 件）*b、公安調査庁（16,841 件）、海上保安

庁（15,439 件）、国土交通省（3,031 件）であった。 

前年と比して件数が増減しているのは、主に情報収集衛星関連の情報が記録された行政文書の増減

によるものである。 

*a： 特定秘密は、指定をした行政機関から他の行政機関へ提供されることがある（特定秘密保

護法第 6 条第１項又は第 10 条第 1 項）。このため、取りまとめた各行政機関ごとの件数に

は、他の行政機関により指定された特定秘密が記録された行政文書の件数が含まれる。し

たがって、自らは特定秘密を指定しない行政機関が、特定秘密が記録された行政文書を保

有することがある（例えば、災害対策に用いられる被災地の衛星写真や予算案の審査の過

程で提供される関係資料等）。一方で、指定をした行政機関が、特定秘密が記録された行政

文書を事務局たる別の行政機関に保有させているため、特定秘密を指定した行政機関が、
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その特定秘密が記録された行政文書を保有しないことがある（国家安全保障会議が指定し

た特定秘密が記録された行政文書については、国家安全保障会議ではなく、同会議の事務

局たる内閣官房国家安全保障局の保有件数（内閣官房の保有件数の内数）として計上され

ている。） 

*b： 都道府県警察が保有する分も含む。 

 

３. 特定秘密の取扱いの業務を行うことができる者の数（表 8） 

 

特定秘密保護法では、特定秘密の取扱いの業務は、原則として、適性評価により特定秘密を漏らす

おそれがないと認められた者でなければ、行ってはならないものとされている（特定秘密保護法第 11

条）。 

対象期間末時点において、適性評価の対象となって特定秘密を漏らすおそれがないと認められ、引

き続き同一の行政機関等又は適合事業者において勤務している者（特定秘密の取扱いの業務を行うこ

とができる者）は全体で 124,514 人であり、その内訳は、行政機関の職員等が 121,501 人、適合事業

者の従業者が 3,013 人である。行政機関別の内訳は、表 8 のとおりである。 
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法令協議情報公開請求の比較－秘密法と共謀罪法－ 

2019.12.7-8 

秘密法反対全国ネットワーク交流会・再び  

NPO法人 情報公開市民センター 内田隆 

 

1.情報公開市民センターがやってきたこと 

 ・秘密保護法、共謀罪がどのような経緯で省庁内で検討されているか 

  →政府内での問題点・課題が明らかに 

 ・実際の「特定秘密」とはなにか 

  →どこまで開示されるか 

 

2．秘密保護法「法令協議」情報公開訴訟 

 1）訴訟の経緯 http://www.jkcc.gr.jp/menu6.html 

  2012年 3月 秘密保全法に関する各省庁との法令協議・法令以外の協議開示請求 

  2012年 11月 21日提訴（2011年 8月-2012年 3月分） 

   全１９９４枚のうち当初不開示１３８２枚 

   ①・不当に国民の間に混乱を生じさせるおそれ  

    ・担当者に対し、筋違いの批判等を招き嫌がらせやいたずら、偽計といった 

     圧力や干渉等の影響 のおそれ（5号） 

   ②他国との信頼関係が損なわれるおそれ（3号） 

  2013年 12月 6日国会強行採決  

  2014年 1月、2月、5月（閣議決定後） 開示１３１３枚 

  2014年 8月（政令案公表後）      開示  ４５枚 

                     残り  ２４枚 

  2015年 10月 15日 名古屋地裁全面敗訴 

  【争点１】当初国が主張しなかった「外交上の秘密」で不開示の是非 

    →裁量権の逸脱なし 

  【争点２】「機密性２情報」「取り扱い注意」指定していないのに「外交上の秘密」 

    →情報公開と機密指定は別 

  ・判決の問題点 

   行政判断の二面性（内輪では情報を自由に使って良いが、国民の間で情報が流通 

     することはコントロールできる）を認める結果となり、恣意的な運用を助長 

  2017年 2月 23日 名古屋高裁も敗訴 

  2017年 10月 24日 最高裁上告棄却で確定 

 2）開示された文書から分かること 

  閣議決定後に開示（国会議員も内容知らず）（入手したのは法案成立直前・後） 

  ・警察庁すら懸念を表明 

  「公判廷にでる可能性があれば公判請求しないのでは？」 

  「外形立証制度を法律に書いてはどうか」 

  →内調「憲法と直接絡んでくるため、そこまでコストをかけるのか」 

 ・内閣法制局も必要性に疑問 
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3.共謀罪「法令協議」情報公開 審査請求 

 1）審査請求の経緯  http://www.jkcc.gr.jp/menu10.html 

  2014年 1月 8日 共謀罪に関する各省庁との法令協議・法令以外の協議 

  （法務省保有分 2011年度～2013年 12月分） 

  2014年 2月 5日 全面不開示 

  2014年 3月 10日 ごく一部（84枚）開示 内容はほとんど無し 

  2017年 6月 15日 共謀罪強行採決 

  2017年 7月 11日 法務大臣に法令協議の情報公開請求 

  2017年 9月 11日 673枚分開示決定 

  2017年 12月 27日 819枚分開示決定 

        上記以外の残り（約 15000枚）特定せず不開示 

  （公にすることにより、他国もしくは国際機関との信頼関係が損なわれるおそれ 

      又は他国若しくは国際機関との交渉上不利益を被るおそれがあるもの、国の機関等 

      の内部または相互間における審議、検討又は協議に関する情報であって、公にする 

      ことにより、率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれる 

      おそれ、不当に国民の間に混乱を生じさせるおそれがあるものであり、法第五条 

      第 3号及び第 5号に該当するため） 

  2018年 3月 26日 法務大臣に対して審査請求 

  2018年 12月 11日 情報公開・個人情報保護審査会「理由の提示に不備がある違法な 

      ものであり、取り消すべきである」とする答申 

  2019年 2月 7日 法務大臣が取り消す裁決 

  2019年 2月 15日 法務大臣 特定した上であらためて全面不開示決定 

  2019年 5月 16日 再度審査請求 

  2019年 6月 25日 法務大臣から理由説明書届く 

  2019年 8月 30日 情報公開・個人情報保護審査会に意見書提出 

 2）秘密保護法と比較して 

  ・秘密保護法の際は、閣議決定前でも、黒塗りだが文書は出てきた 

  ・共謀罪 閣議決定前はほとんど文書を出さず 

   閣議決定後も、中身のある文書は開示されず 

    特定もせずに非公開 

   →情報公開が後退 

       

4.「特定秘密指定管理簿」情報公開 審査請求経緯 

 1）審査請求経緯 http://www.jkcc.gr.jp/menu6.html 

  2015年 2月 9日 全省庁に「特定秘密指定管理簿」情報公開請求 

  2015年 3月 16日 法務省が概要を一部黒塗りにして開示 

   ・特定秘密指定整理番号「08■-201412-1-2 ロ b-1」 

    平成 26年１２月２６日に指定した「■について平成 25年５月及び平成２６年 

    ２月に作成された我が国の政府が講じる措置又はその方針」 

  2015年 3月 20日 内閣官房が概要を一部黒塗りにして開示 

   ・特定秘密指定整理番号「02e-201412-001-2ロ b-001」 

    平成 26年１２月２６日に指定した「■について平成 25年５月及び平成２６年 
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    ２月に作成された我が国の政府が講じる措置又はその方針」 

   ・特定秘密指定整理番号「02e-201412-002-2ロ b-002」 

    平成 26年１２月２６日に指定した「■について平成 25年 8月に作成された 

    我が国の政府が講じる措置又はその方針」 

  2015年 10月 7日 概要黒塗り文書を情報公開請求 

  2015年 11月 4日 内閣官房全面不開示 6日 法務大臣全面不開示 

  2015年 12月 24日 内閣総理大臣・法務大臣あてに審査請求・異議申し立て 

  2016年 2月 16日 法務大臣から理由書 2月 23日 内閣官房副長官補から理由書 

    ※法務省は担当課が法務省入国管理局出入国管理情報官   

     ・全体にわたり危機管理に関する情報が記載 

    →公にすると危機管理体制に重大な影響を及ぼす 

    その分量（枚数等）を含め、公にした場合、危機管理体制に重大な影響を及ぼす 

  2016年 7月 28日 情報公開審査会 

   「見聞結果」に基づき判断（インカメラは実施）→不開示が妥当  

  2016年 8月 15日 法務大臣が異議申立を棄却（枚数も含めて） 

  2016年 8月 25日 内閣総理大臣が審査請求棄却裁決（枚数も含めて） 

   

5.「国家安全保障会議（四大臣会合）議事の記録」 審査請求 

 1）経緯  http://www.jkcc.gr.jp/menu3.html 

  2014年 12月 18日 2014年 7月 17日開催の国家安全保障会議議事録の情報公開請求 

  2015年 1月 19日 資料はごく一部開示 議事録は全部不開示  

  2015年 3月 20日 内閣総理大臣に審査請求 

  2015年 12月 15日 内閣総理大臣から理由説明書届く 

  2016年 1月 8日  意見書提出 

  2017年 11月 24日 対象文書見聞の上、1枚目の表題、項目、日時、場所、出席者は 

          開示すべきと答申 

  2018年 1月 22日 内閣総理大臣が、審査会と同様の裁決 

  2019年 6月 14日 裁決に従い 1枚開示 

 2）感想 

  ・審査請求すれば、情報公開・個人情報保護審査会は見聞する 

  ・一部開示させることも可能 

 

6．課題 

 ・「法令協議」は閣議決定の前にも公開すべき 

 ・「特定せず非公開」が増えてきたか？ 

 ・情報公開審査会の活用を 

 ・特定秘密 裁判所はどう判断するか 

8



9



10



11



12



13



14



15



16



17



18



19



20



21



22



23



24



25



26



27



28



29



30



31




